
：数字は2021年の打上げ成功数
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 （参考）各国が運用・開発中の主なロケット

国 運用中
開発中

大型ロケット
(主に1tn以上のペイロードを静止軌道・低軌道へ投入するロケット）

小型ロケット
（主に1tn未満のペイロードを低軌道へ投入するロケット）
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出典：世界の宇宙インフラデータブック2021ロケット編（一般社団法人 日本航空宇宙工業会）、報道発表資料等より内閣府作成
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 日本の人工衛星の打上げ状況

• 我が国の民間人工衛星については、国内での打上げは海外と比較して価格が高く、相乗りの機会が限定的で
あるため、多くが海外で打ち上げている状況。特に、日本の商業衛星の国内打上げ実績は過去3ヵ年で0件。

• 国内の衛星事業者としては、海外からの打上げに伴う輸出や現地との調整にかかる手間を考慮すると、国内から
の打上げが望ましいが、海外は相乗りの機会も多く、日本より価格が安いことから海外を選択。

• さらに、海外での打上げには、予期せぬ情勢変化の影響による遅延等のリスクもあるため、国内に価格競争力が
あるロケットがあることが望ましい。

2019年-21年：日本の人工衛星の打上げ国（国内/海外）比較

商業大型衛星 商業小型/超小型衛星 政府衛星 大学・民間企業などの…

海外：3

海外：11

国内：3

国内：15

海外：12

大学・民間企業などの
技術実証衛星
（JAXAの革新的衛星技術実証プ
ログラム含む）

（HTV及びISSモジュールを除く）

出典：各種公開資料を基に内閣府作成
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 民間事業者による小型ロケットへの参入

• 今後も小型/超小型衛星の打上げ数の増加が見込まれる中、各国で民間事業者による小型ロケット事業への
参入が加速。

• 国内においても、民間2社が小型ロケットを開発中。

運用される小型ロケット数 実績・予測推移

【米国】
• Pegasus :Northrop Grumann
• Minotaur :Northrop Grumann
• Electron :Rocket Lab
• LauncherOne :Virgin Orbit
• Rocket 3 :Astra
• Alpha : Firefly Aerospace
• Terran 1 :Relativity Space
• RS1 :ABL
• Daytona : Phantom
• Dauntless :Vaya Space

【欧州】
• Vega/Vega-C :ESA/AVIO
• Skyrora XL :Skyrora
• Prime :Orbex
• Spectrum :Isar Aerospace
• RFA One :RFA
• SL1 :HyImpulse
• Miura5 :PLD

【日本】
• イプシロン/イプシロンS :JAXA/IA
• カイロス :スペースワン
• ZERO :インターステラテクノロジズ

2 2 2 2 2 2 2 2 3 3 3
5

8
10 10

2 2 2
2

4 4

5

5

5 5

1 1 1 1 1

1 1 1
1

1 1

1

4

4
7

1 1

1 1 1
1

1 1

1

2

3

3

1

1

1

1

1

1

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

韓国
インド
日本
欧州
中国
米国

出典：各社公開情報を基に内閣府分析
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